
第 2章　POPs，農薬のリスク評価とリスク低減技術

1 ． は じ め に

農薬には，有機・無機，天然・合成，さらに天敵も含めると様々な種類がある．いずれも農作物
を健康に育成する目的で，病害虫・雑草を防除，または農作物の成長を制御する手段である．中で
も，1938 年の DDT の発見から始まった有機化学合成農薬（以後“農薬”とする）は，わが国だけ
でなく，世界の食料安定供給に多大な貢献をしており，その重要性は今後も変わらないであろう．

しかし，初期の農薬の開発目標は，薬害が生じない範囲で充分な薬効を出すことに重点が置かれ
ていた．その後，1962 年にレイチェル・カーソン女史の「沈黙の春」が出版されたように，環境
影響に対する意識が高まり始め，これまでに膨大な研究成果や調査データが蓄積されている．

残留性有機汚染物質（Persistent Organic Pollutants, POPs）は，毒性，難分解性，生物蓄積性，
長距離移動性の 4 つの性質を有しており，2004 年 5 月に POPs 条約（ストックホルム条約）が発
効され，12 物質が指定された．2009 年 5 月の第 4 回締約国会議において，さらに 9 種類の物質が
追加され，現在 21 物質が指定されているが，そのうちの約半分が農薬を主たる用途としている．

わが国では，POPs の一つであるダイオキシン対策特別措置法等，各種法令の制定や，廃棄物処
理等の各種対策が推進され，ヒトの健康や環境の安全性を確保している．しかし，近年，POPs に
指定されているディルドリンやヘプタクロル類がウリ科野菜やイモ類から検出されている．それ
は，これらが，土壌中の消失速度がきわめて遅く，わが国で使用禁止になってから 30 年以上経過
した今でも農耕地に残留していることによる．

農薬は，1948 年に農薬取締法が制定され，その後改訂を繰り返している．現在，農薬を登録・
販売するには，薬効・薬害だけでなく，毒性や環境中挙動に関して数多くの試験項目をクリアす
る必要がある．また，2003 年食品安全委員会が発足し，食品衛生法改正（2006 年施行）におけ
るポジティブリスト制度の導入（2006 年）や，作物残留の適正実験規範（GLP, Good Laboratory 
Practice）の導入（2011 年）など，食の安全に係わる規制も厳しさを増している．さらに，水道法
における規制強化によって，飲料水の安全性も確保されている．

しかし，このように規制を厳しくした結果，無登録農薬問題は終息したものの，輸入農産物やヤ
マトシジミ等の魚介類に基準値を超える農薬が検出され，輸入禁止や出荷の自粛，農薬登録の見直
しなどの対応を余儀なくされた．さらに農薬散布時のドリフトによる周辺作物への残留や，前作に
処理した農薬の後作物への残留も懸念されている．

その他には，「農地・水・環境保全向上対策事業」など，近年環境保全型農業の推進が図られた
結果，農薬の過剰使用は抑制されたものの，環境保全への効果を科学的な根拠に基づいて評価して
いるとは言い難い．また，中央環境審議会・水環境部会・環境基準健康項目専門委員会における要
監視項目の設定において，農薬は工場や家庭からの排水と異なり，季節性のある面源汚染であるた
め，監視方法を適切に示すことが難しく，懸案事項のままとなっている．

農薬はその使用目的や用途から必然的に環境中に拡散する．その環境は，農耕地から周辺の自然
や住宅，土壌・水（河川・湖沼等）・大気，気象・地形・地域等，様々にある複合系（混合系）で
ある．また，農薬や POPs は，それぞれに様々な物理・化学・生物学的性質を持ち，その代謝物も
異なる性質を有する．そこに時間と空間の要因を絡めると，農薬の挙動とそこにおけるヒト健康や
環境に対する影響を科学的に裏付けるのはきわめて難しい．ここでは，農業環境技術研究所で実施
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された農薬と POPs のリスク評価およびリスク管理に関する最近 10 年間の研究成果を紹介する．

2 ． P O P s の 動 態 お よ び 作 物 残 留 低 減 技 術

⑴ 分 析 法 の 開 発
ダイオキシン類は，ポリ塩化ジベンゾパラジオキシン（PCDD）とポリ塩化ジベンゾフラン

（PCDF）の総称であり，両者を合わせて 135 種類ある．その分子種間で人畜毒性の違いが 10 万倍
あるため，個々のダイオキシンの毒性を，毒性が最も強い 2,3,7,8- テトラクロロジベンゾ -1,4- ジオ
キシン（2,3,7,8-TCDD）に置き換えた毒性等量（Toxicity Equivalency Quantity, TEQ）で示す．
わが国では，ダイオキシン類の耐容一日摂取量（TDI）を 4 p（10－12）g-TEQ と設定している．

一方，環境省の調査（2001 年）によれば，ダイオキシン類は，残留量が最も高い底質や土壌で
も平均濃度で 6 〜 8pg-TEQ/g と，環境中でごくわずかにしか存在しないため，超微量多成分一斉
分析が求められる．そのため環境省では，大気・底質・土壌における分析法マニュアルを公開して
いる．ダイオキシンはその由来によって分子種の組成が異なることから，主成分分析，クラスター
解析，レセプターモデル等を駆使して解析することで，分析結果から由来を推定することができる

（清家ら，2007）．
一方，ディルドリンやヘプタクロル類などのわが国で農薬として過去に使用されていた POPs の

使用履歴に関する農耕地ごとの情報は皆無であり，POPs の基準値を超えた作物残留を未然に防ぐ
には，農耕地土壌の汚染の分布を詳細に知ることが求められる．それに対応する分析法として，メ
タノールと水の容積比を 50％にして抽出した場合の土壌中ディルドリン濃度によって，土壌が異
なっていてもキュウリ植物体中ディルドリン残留濃度を予測できることを示した（平成 20 年度研
究成果情報，清家ら）（図 1）．

図 1　異なる土壌における 50％メタノール・水で抽出したディルドリン濃度とキュウリ茎葉中濃度との相関
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また，河川などの水系における POPs，農薬（および代謝物），医薬品，ホルモン類などの人工
合成有機化学物質に対して多成分一斉分析方法を開発した（平成 21 年度研究成果情報 b，殷ら）

（WARC et al., 2008; WARC et al., 2009）．
⑵ ダ イ オ キ シ ン 類
1 作 物 お よ び 環 境 中 動 態 の 解 析
水田における，代かき，水稲移植期の落水，降雨時等によって，ダイオキシン類は懸濁物質

（SS）に吸着して河川に流出し湖沼・海洋まで達するとともに，食物連鎖を介して水生生物等に影
響を与える危険性がある（平成 13 年度研究成果情報，芝野ら）．そこで，連続遠心分離法を改良し
て土壌を粒径別に迅速・大量に分取して調べると，SS における粒径別のダイオキシン類濃度は，
灰色低地土や黄色土では粒径が小さくなると低下し，黒ボク土では逆に高くなった（平成 14 年度
研究成果情報，牧野ら）．また，牛久沼流域では，1,3,6,8-TCDD と 2,3,7,8-TCDD の濃度比に基づい
て推定した底質におけるダイオキシン類の TEQ への土地利用別寄与率は，林地，水田および畑・
市街地がそれぞれ，2，32 および 66％であった（平成 14 年度研究成果情報，谷山ら）．

一方，ダイオキシン類は，廃棄物の燃焼・焼却による生成や，農薬に含まれる不純物としての農
耕地への投入等，様々な要因で農業生態系に負荷され，農耕地土壌中に蓄積する．水稲で検出され
るダイオキシン類の異性体の多くは大気中のコプラナー PCB であり，維管束液中からは検出され
ないことから，土壌からの吸収ではなく，大気が水稲におけるダイオキシンの主な汚染源であるこ
とを明らかにした（平成 14 年度研究成果情報，桑原ら）（図 2）．

水田土壌中のダイオキシン類濃度は，1960 年代から急激に上昇し，1970 年前後をピークに現在
まで緩やかに減少した．ダイオキシン類の起源については，1960 年以前は燃焼・焼却過程からの
寄与が主なものであり，1960 〜 1970 年代に入って PCP 製剤と CNP 製剤の不純物が主な要因とな
り，近年は再び燃焼・焼却過程からの寄与が増加していることを示した（平成 15 年度研究成果情
報，清家ら）．また，水田土壌におけるダイオキシン類の年間負荷量は 5.3n（10－9）g-TEQ/m2，消
失量は 686ng-TEQ/m2 と試算され，その増減は現在の残留量 24,600ng-TEQ/m2 と比較するとごく
わずかであるため，今後もきわめて緩慢に減少していくものと予想された（平成 16 年度研究成果
情報，上垣ら）．このことは，その他の POPs についても同様であり，各地農耕地土壌の分析結果

図 2　水稲の各部位におけるダイオキシン類の濃度
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から，当初の減衰は早いものの，その後はきわめて緩慢に減少するホッケースティック型減衰曲線
を示した．

2 リ ス ク 低 減 技 術 の 開 発
野菜類におけるダイオキシン類の残留は，土壌粒子と大気粉じんの付着が主原因であり，地上

部（葉菜や果菜）はマルチ被覆やトンネル栽培，根部（根菜）は皮層の除去によって汚染が軽減さ
れた（平成 13 年度研究成果情報，殷ら）．また，紫外線領域を太陽光に近似させたソーラーシミュ
レーターを用いて，土壌表層中のダイオキシン類の光分解反応実験装置を試作し，粘土鉱物に添
加した八塩素化ダイオキシン（OCDD）に光照射すると，OCDD の脱塩素化によって TEQ が増加
するものの，二酸化チタンを添加することで分解が促進された（平成 14 年度研究成果情報，小原
ら）．土壌中のダイオキシン類は，酸化カルシウムを基材とする化学資材を混和すると，ラジカル
反応によって分解された（平成 14 年度研究成果情報，清家ら）．

ダイオキシン類の水田から河川への流出抑制対策としては，節水または無代かきが有効であった
（平成 13 年度研究成果情報，芝野）．代かきをする場合は，凝集剤として塩化カルシウムまたは塩
化カリウムを施用すると，田面水の SS を速やかに沈降させ，SS に吸着しているダイオキシン類の
水田系外への流出を大幅に軽減できた（平成 15 年度研究成果情報，牧野ら）（図 3）．

⑶ ド リ ン 類
1 作 物 お よ び 環 境 中 動 態 の 解 析
ドリン類およびヘプタクロル類は，ウリ科作物のみが特異的に吸収して，地上部へ移行させる

（Otani et al., 2007）．これらが導管流に乗って地上部に移行する際，何らかのタンパク質がトラン
スポーターとして関与すると考えられている（Murano et al., 2010）．

果菜類であるキュウリ果実中ディルドリンや，カボチャ果実中ヘプタクロル濃度分布は，乾重あ
たりに換算すると濃度差はみられなかった．根菜類であるニンジンおよびジャガイモにおけるディ
ルドリンの残留は，ダイオキシン類同様土壌の付着と考えられた．また，ディルドリンが残留した
キュウリを塩化ナトリウム水溶液に浸漬（漬物を想定）した場合と，カボチャ果実を煮沸（煮物を
想定）した場合，それぞれ約 5％と 1％しか溶出せず，加工調理工程では，ウリ科作物におけるド
リン類の汚染低減対策を立てることは困難であった．

図 3　塩化カリウムおよび塩化カルシウムの懸濁物質（SS）流出抑制効果
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また，各種作物の可食部へのディルドリンの移行率を各作物の残留基準値（MRL）で除して，
基準超過指標値を求めることにより，ディルドリン汚染圃場における栽培適性を評価した（平成
22 年度研究成果情報，清家ら）．

一方，ドリン類およびヘプタクロル類のわが国の農耕地土壌における残留程度を俯瞰的に把握
することは重要である．そこで，これらの土壌中消長，作物体への吸収・移行特性，過去の出荷
状況，土壌特性（全炭素含有率および仮比重），気象条件等の要因に基づいて，モンテカルロ法に
よって，土壌残留や作物残留の経年変化を推定する手法を開発した．

2 リ ス ク 低 減 技 術 の 開 発
POPs で汚染された農耕地土壌におけるリスク低減対策は，汚染程度に応じて講じる．具体的に

は，農耕地として利用しない，作土層を客土する，POPs を吸収しにくい作物に切り替える，土壌
を浄化する，POPs の吸収を抑制する等の対応が考えられる．

まず，ドリン類の吸収を抑制する技術として，接ぎ木と活性炭の土壌混和がある．接ぎ木につい
ては，キュウリのディルドリン吸収性は，低吸収性の台木カボチャ品種を選ぶことで，穂木キュウ
リの果実中濃度を 30 〜 50％程度低減することができる（平成 18 年度研究成果情報，大谷ら）（図
4）．活性炭は，木炭や木材チップに比べてディルドリンの吸着資材としてきわめてすぐれているも
のの，農耕地土壌における汚染程度や土壌の種類によって投入する活性炭の最適量は大幅に異な
る．しかし，この量は汚染土壌から50％メタノールで抽出したディルドリン濃度から推察できる．

次に，汚染土壌の浄化技術である．これには，物理的，化学的，生物的技術に分けることができ
るが，ここでは物理的浄化技術については割愛する．

化学的浄化技術には分解と溶出がある．分解については，鉄資材（FeB, MT-V3）を，ディルド
リンを含む水溶液や汚染土壌に添加することで分解できることが阻害要因とともに明らかにされて
いる．溶出については，汚染土壌からの溶出力は，アセトン，エタノール，ジエチルエーテル，プ
ロパノール，メタノールの順で溶出力が高かった．界面活性剤にも溶出力があるが，環境に対す
る影響が少ない生分解性の剤では，ソホロリピッド，ラムノリピッド，ペグノール ST の順であっ
た．

生物的浄化技術は，植物を利用したファイトレメディエーションと，微生物を利用したバイオ

図 4　キュウリ果実中のディルドリン濃度に及ぼす台木と穂木の影響

第 2 章　POPs，農薬のリスク評価とリスク低減技術　　　　25



レメディエーションがある．ドリン類で汚染された土壌のファイトレメディエーションに最適な
植物は，ディルドリンを高吸収するズッキーニである．この植物の土壌浄化効果は，室内試験で
キュウリの果実中濃度を 40 〜 60％低減できた（平成 20 年度研究成果情報 a，大谷ら）．カボチャ
へのヘプタクロル類残留対策にも，低吸収性品種や活性炭の土壌混和による吸収抑制など，キュウ
リのディルドリン対策で用いたリスク低減技術が適用できる（平成 20 年度研究成果情報 b，大谷
ら）．次に，微生物を利用したバイオレメディエーションについては，エンドスルファン連用畑土
壌から，ディルドリンを炭素源とする土壌・木炭還流法により，好気的に分解する糸状菌（Mucor 
racemosus）を単離した（平成 21 年度研究成果情報 a，高木ら）（図 5）．同様に，ペンタクロロニ
トロベンゼン（PCNB）を炭素・窒素源として単離した細菌 PD653 株（Nocardioides 属）は POPs
である HCB を好気的に PCP（ペンタクロロフェノール）に変換し，さらに脱塩素分解を経て無機
化した（平成 20 年度研究成果情報，高木ら）．

3 ． 農 薬 の 環 境 影 響 評 価

⑴ 分 析 法 の 開 発
農薬の分析は，対象となる化学物質，試料，定量限界値，担当者，分析に要する時間などによっ

て選択する．国民の食の安全性に対する関心の高まりとともに，農作物や加工食品中の残留農薬
の把握がますます重要な課題となっており，収穫から出荷までの流通を円滑に行うため，短時間
に農薬の残留量を把握することが要求され，機器分析についても高度化が図られている（石井，
2004）．

抗原抗体反応を利用したイムノアッセイは，ガスクロマトグラフ（GC）や高速液体クロマトグ
ラフ（HPLC）のような機器分析に比べて，短時間かつ簡便な測定手順で分析ができ，導入や運用
コストが安価であるため，生産や流通などより現場に近い場面で，スクリーニングを目的として多
量の試料を扱うのに適しており，農薬分野では現在数 10 種類のキットが市販されている．

しかし，イムノアッセイにおける抽出・精製操作は，一般に簡便である反面，夾雑物を完全に除
去しないため，それらの抗原－抗体反応への影響評価，機器分析とのバリデーション，擬陽性・擬

図 5　糸状菌によるディルドリンの分解
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陰性の確認とともに，実際に運用するには，農薬の抽出・精製という前処理と一体化したマニュア
ルが必要である．一例として，殺虫剤イミダクロプリドのイムノアッセイキットを用いて，イムノ
アッセイに分析段階で共存できるメタノールを利用した簡易抽出法が開発された（平成 16 年度研
究成果情報，渡邉ら）．
⑵ 環 境 中 動 態 解 析
農耕地に処理された農薬は，土壌の固相への吸着とそこからの脱着を繰り返しつつ，水ととも

に移動する．その吸着様式には，疎水結合，水素結合，共有結合等，10 種類程度想定され，土壌
と農薬の性質によって異なると考えられる．たとえば除草剤 2,4- ジクロロフェノキシ酢酸（2,4-D）
と火山灰土壌の組み合わせでは，その構成成分であるアロフェン等の鉱物や鉄・アルミニウム ―
腐植複合体に，配位子（リガンド）交換反応によって強く吸着される（平成 13 年度研究成果情
報，平舘ら）．

農薬の水田環境中挙動モデル（Watanabe et al., 2007）については，いくつか開発されている
が，わが国では，水田 ― 河川環境における農薬の挙動予測モデル（PADDY（図 6）や PADDY-
Large（稲生，2004）），PCPF-1（Watanabe et al., 2000）がある．農薬の代謝物については，水稲
用除草剤ピリミノバックメチルを対象に水田における光異性化および代謝分解を考慮した挙動予測
が行えるように PADDY モデルが改良されている（Inao et al., 2009）．水管理については，田面水
余剰貯留水深（EWSD）の概念（Phong et al., 2008）や，農薬処理後の止水期間の延長（石井ら，
2004）が農薬の水田からの流出抑制に有効である．

さらに，地理情報システム（GIS）によって河川流域特性を解析するとともに，流域内での農薬
の使用量や使用時期を反映させることで，農薬の河川中濃度の季節変化を予測できる GIS 結合型
PADDY － Large モデルを開発した（平成 22 年度研究成果情報，稲生ら）．

図 6　水田における水の動きと農薬の挙動
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⑶ 環 境 毒 性 評 価 法 の 開 発
農薬の環境毒性は，生態系に生息する生物に対する影響であり，OECD テストガイドラインにお

いて様々な試験法が提示されている．わが国の農薬取締法においても，平成 17 年度に改正された
「水産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準（以下水産登録保留基準）」に基づいて，農薬の水
生生物に対するリスク評価を行い，魚類（メダカまたはコイ），甲殻類（オオミジンコ），藻類（緑
藻：Pseudokirchneriella subcapitata），いわゆる「3 点セット」への影響について調べることになっ
ている．これらに対して，毒性評価として，急性影響濃度（Acute Effect Concentration，AEC）
と，段階的評価による河川における環境中予測濃度（Predicted Environmental Concentration，
PEC）との比較から登録の可否を判定する．

わが国では，農耕地の約半分が水田であり，水田は河川と直結しているため，水田農薬の河川へ
の流出が最も懸念される．わが国の河川においては，生産者や第一次消費者として，それぞれ付着
性珪藻・藍藻やトビケラ類が優占しており，OECD テストガイドラインで推奨されている緑藻類
やミジンコ類は，ほとんど分布していないため，上記 3 点セットだけでわが国の河川生態系に生息
する生物に及ぼす影響を正確に評価できない．

わが国に生息する藻類について，OECD テストガイドラインに則って 14 種類の水田除草剤に対
する薬剤感受性を調べてみると，わが国の付着性珪藻や藍藻の薬剤感受性は，緑藻類とは大きく異
なっていた（平成 15 年度研究成果情報，石原ら）（図 7）．

図 7　除草剤に対する感受性の藻類種間差

実際の河川では，単一の藻類ではなく，様々な藻類が群集を形成している．しかし，群集内の藻
類をすべて評価するには，それぞれ単独で培養して毒性試験を実施する必要があり，多大な労力と
長い期間を要する．そこで，河川や水田で生息している珪藻群集をそのまま利用することで，地域
性を考慮したより現場に近い藻類への影響評価を開発した（平成 17 年度研究成果情報，石原ら）．

他の植物では，水稲用スルホニルウレア系除草剤に対して高感受性のジュンサイやスイタグワ
イの展開葉が奇形する症状は，除草剤の系外流出の生物指標として利用できる（平成 13 年度研究
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成果情報，伊藤ら）．絶滅危惧種である浮遊シダ植物のサンショウモも，これらと同様に，スルホ
ニルウレア系除草剤に対して緑藻類に比べて高感受性を示した（平成 17 年度研究成果情報，池田
ら）．

次に昆虫類についてみると，広くわが国の河川に高密度で分布するコガタシマトビケラは，農薬
の毒性試験のための生物種として最適であるが，試験生物種として利用するためには，標準系統を
恒常的に提供する必要がある．しかし，この昆虫は湖沼等の止水域に生息するミジンコ類と異な
り，流水域に生息し，ライフサイクルも長いため，室内で飼育することはきわめて難しい．そこ
で，全国から採集したコガタシマトビケラの殺虫剤感受性を比較して，最も感受性が高いグループ
から標準系統を選定するとともに，室内人工飼育法を確立した（平成 16 年度研究成果情報，大津
ら）（図 8）（横山ら，2008）．

魚類については，農薬等化学物質の内分泌かく乱作用，いわゆる環境ホルモンとして疑われてい
ることに対応して，女性ホルモン様作用に着目して，ふ化したばかりのメダカ（淡水性魚類）を化
学物質に曝露し，オスからメスへの性転換を短期間（2 か月以内）に検出できる試験系を開発した

（平成 14 年度研究成果情報，堀尾）．
⑷ 環 境 リ ス ク 評 価 法
環境中に放出された農薬の生態系影響の評価は，毒性（有害性）評価と曝露評価の組み合わせに

よって行うが，リスク評価には決定論的方法と確率論的方法がある．
決定論的リスク評価では AEC と PEC を単純に比較するが，水稲用除草剤の場合，河川水中濃

度は，わが国の河川に生息する付着性藻類も含めて，半数影響濃度（EC50）より低いため，水田

図 8　水生昆虫の人工飼育法（コガタシマトビケラ）
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から流出した除草剤の河川における藻類への影響は小さい（石原，2008）．水稲用除草剤の分解物
についても，河川水中濃度が親化合物よりも高まることがあるものの，その濃度は藻類の EC50 よ
りも低く，親化合物と同様に藻類への影響は小さいと推測される（平成 20 年度研究成果情報，岩
船ら）．また，殺虫剤やその分解物については，トビケラの 1 齢幼虫を用いた農薬の急性毒性試験
法を開発し（平成 19 年度研究成果情報，横山ら）（横山ら，2008），水生節足動物（ミジンコやト
ビケラ）への影響を評価した．いくつかの殺虫剤で分解物の水中最高濃度が殺虫剤そのものよりも
高いものの，親化合物や分解物の河川水中最高濃度は水生節足動物の EC50 よりも明らかに低く，
水生節足動物への影響は小さいことを示した（平成 21 年度研究成果情報，横山ら）．

一方，確率論的評価では，水生生物に対する農薬の毒性の生物種ごとのバラツキや，農薬の河川
水中濃度の地域的なバラツキを解析することで，農薬による環境リスクの大きさを計算する（平成
21 年度研究成果情報，永井ら）．その方法を使ってシメトリンで解析したところ，5%の種が影響
を受ける確率は 1.5％と計算され，曝露を受ける確率と組み合わせたリスクカーブから，水生生物
に対する期待多様性影響は全国平均で 0.3％と試算された（永井ら，2008）．

4 ． 農 薬 の リ ス ク 低 減 技 術 の 開 発

⑴ 系 外 流 出 抑 制 お よ び 水 質 浄 化 技 術
農薬は，土壌，水系，大気および生物の間を，様々に代謝を受けながら複雑に挙動する．
水田から河川への農薬の流出を抑制するために，先に述べた PCPF-1 モデルを活用して，水稲用

除草剤の吸着材としてのモミガラ成形炭について，粒子径，炭化温度，施用量を最適化した農薬の
水田系外流出削減技術を開発した（平成 14 年度研究成果情報 a，高木ら）．一方，地球温暖化や化
石燃料の高騰をきっかけに，バイオマスエネルギーとして利用されるもみがら燃料のガス化発電の
残渣として大量に排出される炭化物の処理が大きな課題となっている．そこで，水田農業における
ゼロエミッションをめざして，もみがらガス化残渣を水稲用農薬の系外流出防止技術に組み込むこ
とで，CO2 削減などに寄与する米生産システムを開発した（平成 19 年度研究成果情報，高木ら）．

一方，水の汚染問題が近年世界各地で深刻化し，良質な水の確保が重要な課題となっている．農
薬，POPs，工業廃物等の有機合成化合物は，河川や湖沼だけでなく，地下水を含む幅広い水系を
汚染する危険性がある．そこで，それらを強力に吸着する微粉末活性炭をタブレット（錠剤）化
し，簡単・迅速・安全に水を浄化する技術を開発した（平成 21 年度研究成果情報 a，殷ら）．ま
た，活性炭シートは，POPs 等によって汚染された農耕地土壌への適用が期待されている．
⑵ 微 生 物 に よ る 分 解
農薬の土壌中減衰は，先に述べた POPs 同様，ホッケースティック型減衰曲線を描き，後半の緩

やかな減衰は，土壌微生物による分解が主な要因と考えられている．
近年，農耕地土壌等で広範囲に低濃度で分布している難分解性有機汚染物質の分解除去技術とし

てバイオレメディエーションが注目されている．しかし，微生物による農薬の分解については，多
くの研究事例があるものの，現場では複数の有機化合物で汚染されていることが多く，これらの
汚染物質を同時に原位置で完全分解する技術は開発されていない．土壌環流法によって土壌から
分離したシマジン分解細菌群（CD7）は，3 種類の細菌 Arthrobacter sp.（CD7w）， Bradyrhizobium 
japonicum（CSB1）， 新種のβ-Proteobacteria（CDB21）で構成され，CDB21 のみがシマジン分解活
性を有している（平成 16 年度研究成果情報，高木ら）．シメトリン分解細菌とシマジン分解細菌な
どを組み合わせた複合微生物系を木質炭化素材に集積させることで，この系統の農薬を同時に分
解・無機化した（平成 17 年度研究成果情報，高木ら）（図 9）．CD7 菌群を集積させた木質炭化素
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図 9　複合微生物系によるトリアジン系化合物の分解様式

材を，ゴルフ場を想定した芝生の下層に敷き詰めて，シマジンの炭化素材への吸着と分解を実証し
た（平成 14 年度研究成果情報 b，高木ら）．樹脂，塗料の原料として利用されるメラミンの廃棄物
を再生利用するため，人体にとって有害なメラミンや分解物であるシアヌル酸まで分解する細菌

（Nocardioides 属の新種）を土壌中から単離した（平成 21 年度研究成果情報 b，高木ら）．

5 ． 農 薬 や P O P s の 大 気 中 挙 動

散布された農薬は，直接，またはいったん作物や土壌に落下したものが，光分解を受けながら大
気中を拡散するが，土壌中減衰や河川中挙動に比べて大気の流動性はきわめて高いため，その中に
混在する農薬の挙動を把握することはきわめて難しい．大気中挙動については，現在も使用されて
いる農薬は分解性も高いため，主にヒトが活動する範囲の挙動，POPs は環境中の残留性と長距離
移動性が高いため，主に地球規模の挙動を把握する必要がある．
⑴ モ ニ タ リ ン グ と 動 態 モ デ ル
散布された農薬は，ほとんどがその場所にとどまり，標的となる病害虫・雑草，作物または土壌

に落ちるが，一部は空中を漂流・揮散する．これをドリフトという．ドリフトにはスプレードリフ
トとベーパードリフトの 2 種類ある（與語，2006）．前者は散布時のドリフトのことであり，後者
は一度作物や土壌などに吸着したものが，徐々に大気中に移行・拡散するものである．

スプレードリフトについては，欧米において，農薬の大気中挙動に関する各種シミュレーション
モデルがあるが，純水を想定したものであり，農薬の製剤や希釈倍率等は考慮されていない．一
方，わが国では，農薬処理後の大気中拡散のモニタリングに関する長年の研究実績を蓄積するにと
どまっている．スプレーノズルによって生成する噴霧粒子（一次液滴）のうち，ドリフトへの寄与
が大きいと考えられる微小粒子（< 30μm）生成への影響を調べるための試験装置を作製して調べ
たところ，農薬製剤に含まれるまたは散布時に添加する界面活性剤の種類によって，微小粒子の分
布が異なることを示した．

ベーパードリフトについては，農薬を降雨によって洗い流すことで回収して分析する手法と，大
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気を直接回収する方法がある．後者には拡散原理を利用したパッシブサンプラーと吸引ポンプを利
用したアクティブサンプラーがあり，いずれも吸着材で農薬を捕集する．前者は電源が不要なた
め，農薬や POPs の広域分布における追跡に，後者は限られた場所における，より精緻な解析に適
している．パッシブサンプラーによって，東アジアの各地域における大気中の農薬・POPs をモニ
タリングし，バックトラジェクトリー（後方流跡線）解析したところ，一部の化学物質はアジア大
陸からわが国まで移動していることが示された（小原，2010）．一方，アクティブサンプラーによっ
て，除草剤の大気移行量は，ガス状および粒子状ともに急激に減少すること，両者の比は薬剤に
よって大きく異なるものの，土壌や季節の影響を受けないことを示した（與語，2006）．

農薬や POPs を地球規模で把握するために，欧米ではフガシティー（逃散能，逸散度）という圧
力で表された化学ポテンシャルの概念によるシミュレーションモデルが開発されている．しかし，
欧米のモデルは，畑作農業を念頭に置いたものであり，アジアにおける主要な水田農業やそこで
使われる農薬には対応していない．そこで，農薬や POPs の水田農業を組み込んだ地球規模の挙
動を予測するシミュレーションモデル（MIAES-MMM）を新たに開発した（平成 19 年度研究成果
情報，西森ら）（図 10）．このモデルは，地球を複数の方格（グリッド）に分け，その中を大気，
海洋水，水田等を含む 9 つのコンパートメントに分けて，その間の移動をフガシティーの概念で
結んだ非定常モデルである．このモデルによって，1960 〜 1970 年代にわが国の水田で使用された
POPs の一部が北極にまで到達していることを明らかにした（西森ら，2010）．

図 10　農薬の地球規模の挙動予測のためのフガシティーモデル（NIAES-MMM）
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⑵ 臭 化 メ チ ル
土壌くん蒸剤として農耕地で使用されている臭化メチルは，オゾン層を破壊する物質として，モ

ントリオール議定書締約国会議において，2005 年に不可欠用途を除く全廃，2013 年にはそれも含
めた全廃が決定されている．わが国では，これまで園芸農業を中心に臭化メチルに大きく依存して
病害虫・雑草を防除してきたため，臭化メチルの代替技術の早期開発が強く望まれているものの，
現時点で，臭化メチルに完全に置き換わることができる技術は開発されていない．

実際，慣行の農業用ポリエチレンフィルムを用いた場合，臭化メチルの大気放出量は施用量の
63.8％であったが，遮光資材の併用で 56.2％，ガスバリアー性被覆資材で 24.1％，光触媒含有積層
被覆資材で 1％以下まで削減できた（平成 13 年度研究成果情報，小原ら）．

臭化メチルの代替技術として，低濃度エタノールを利用した土壌還元消毒がある．本技術は，
エタノールを水で 2％以下に薄めて畑土壌が湛水状態になるまで灌水した後，農業用ポリエチレン
フィルムで土壌表面を覆い，1 週間以上放置するという簡便なものであり，環境への負荷も少ない
と考えられる（小原ら 2007）（図 11）．本技術には農薬のような殺菌・殺虫・除草の直接的効果は
ないものの，幅広い範囲の土壌病害虫や雑草に対する防除効果が確認されている．その作用機構
は，フスマなどと同様に，還元（嫌気的）土壌環境への変化や有機酸濃度の増加等が想定されてい
る．

6 ． 薬 剤 抵 抗 性 と 病 害 抵 抗 性 誘 導

⑴ 薬 剤 抵 抗 性
農薬は病害虫・雑草に対して大きなストレスを与える．病害虫や雑草には様々なバイオタイプが

あり，それらが混在（交雑・交配などを含む）して個体群を形成している．そのため，農薬の連用
によってその影響を受けにくいバイオタイプが生存しやすくなり，農薬に対する感受性を基軸とし
たシフトが個体群に生じる．それが薬剤抵抗性の発現である．

薬剤抵抗性の検出方法は In vivo から In vitro まで様々にある．遺伝子診断による方法の一例とし
て，イネいもち病菌のシタロン脱水酵素阻害剤（MBI-D 剤）耐性の場合，当該酵素遺伝子の 1 塩

図 11　低濃度エタノールの効果の一例（キュウリ根のネコブセンチュウ）

処理区（エタノール１％溶液）    無処理区
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基変異を PCR-Luminex 法で解析することで迅速かつ多検体処理が可能となる（平成 13 年度研究
成果情報 2003b，石井ら）．また，ワタアブラムシの有機リン剤抵抗性の原因となる解毒酵素（カ
ルボキシルエステラーゼ）遺伝子の塩基配列の系統間の違いから抵抗性系統と感受性系統を明確に
識別できる（平成 14 年度研究成果情報，鈴木）．

雑草の除草剤抵抗性も一般に 1 塩基変異によって発現するとともに，感受性遺伝子に対して優性
を示す．たとえば，イヌホタルイのスルホニルウレア系除草剤抵抗性遺伝子は，他殖率および感受
性の埋土種子集団の存在にかかわらず，この除草剤が持つ高い淘汰圧によって集団中に急速に広ま
る可能性がある（平成 15 年度研究成果情報，池田ら）．
⑵ 病 害 抵 抗 性 誘 導
植物は生育する環境から動くことができないため，各種環境ストレスに対して応答して耐性を獲

得する機構を有している．最も知られているのが気孔の開閉であるが，農薬を含む薬剤や病害虫に
対しても応答する．その際，特定の農薬や病害虫だけに耐性を有するよりも，同様のストレスに対
して耐性を獲得することが多く，それを利用した技術がある．雑草では除草剤耐性遺伝子組換え作
物や解毒剤（セーフナー），害虫では Bt タンパク質産生遺伝子組換え作物，病原菌では病害抵抗
性誘導剤がある．病害抵抗性誘導剤は植物が本来持つ生体防御機能を活性化して，各種病害に対す
る複合抵抗性を全身に発現させるが，その分子機構も解明されつつある．

アシベンゾラル S メチルが黒星病抵抗性を誘導する仕組みは，抵抗性が誘導される過程で，ポリ
ガラクツロナーゼ阻害タンパク質遺伝子の転写量が増大するとともに（平成 15 年度研究成果情報
a，石井），他の殺菌剤と異なり，作物の葉面糸状菌相に影響しない（平成 16 年度研究成果情報，
石井）．

7 ． 今 後 の 展 望

農業環境を考える場合，農業が環境に与える影響と環境が農業に与える影響の二つの視点があ
る．農業を農薬および POPs に置き換えると，環境への影響については生物が曝露することによる
影響である．一方，環境が農薬および POPs に与える影響については，その残留を含む環境中動態
への影響であり，温度による分解や降雨や風による吸着体である土壌の移動に伴う移動が考えられ
る．

当面は，農薬や POPs が環境に与える影響が研究課題であろうが，中でも重点化すべきことはリ
スク分析である．この要素としてリスク評価とリスク管理があるが，一つの危害要因に対してリス
分析を講じる場合，今後様々な視点を念頭に置いて研究を推進することが求められる．

第一にリスクトレードオフである．ここには，農薬を使用しない，または POPs で汚染された農
耕地に何も講じないことによるリスクと，農薬以外の代替技術，または POPs で汚染された農耕地
に何らかのリスク低減技術を講じることによるリスクがある．これまで開発した技術を実用化する
ためには，それらが持つ技術的マイナス面（デメリット）も考慮すべきである．

第二にリスク ― ベネフィットやコスト ― ベネフィットの概念である．農薬を使うベネフィット
は，その用途である病害虫・雑草防除が効率的かつ確実に実施することであり，結果として安定し
た収量と品質を確保することができる．遺伝子組換え作物では，除草剤耐性作物導入による土壌侵
食防止や，Bt タンパク質産生作物による農薬処理作業の軽減・低減も挙げられる．一方，農薬や
POPs のリスク低減対策を講じるためのコストがベネフィットに見合うものかも見きわめなければ
ならない．そのためにも，これらを主眼に置いた作物栽培（農耕地）における農薬や POPs のライ
フサイクルアセスメントやレギュラトリーサイエンスの概念も必要であろう．
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第三に行政や現場との関連である．研究成果は，行政では規制，現場では意思決定に活用され
る．規制においては，一日許容摂取量（ADI）や最大残留基準（MRL）のように，ある固有の値
に対する決定論的判断が求められる．一方，指導や啓発活動は，最終的にはいずれかに意思決定す
るものの，その判断基準として確率が入ってもよい．リスク指標は，本来確率論的概念がベースに
なっていることから，研究成果の移転に際して配慮する必要があろう．

次に重点化すべきことに複合影響や組み合わせ効果がある．複合（混合）系であり，かつ非定常
の環境に対する農薬や POPs の影響を調べる際には，化学物質どうしの対象生物に対する相互作用
を念頭に置く必要がある．ここでは，異なる農薬間の相互作用と肥料など農薬以外の化学物質との
関係が考えられるが，農薬の場合，特に光学異性体や代謝物間で環境中動態や生理活性（毒性）が
異なることがあり，これらの割合が経時的に変化しつつ，同一環境中に混在するため，さらに複雑
な解析が求められる．それらに対応して，これまでに開発した技術を実用化するには，単なる組み
合わせでなく，病原微生物のリスク管理におけるハードルテクノロジーのように，めざすべきレベ
ルを明確にした適切な総合的管理を開発する必要がある．

同様に，農薬の環境中挙動に関するシミュレーションモデルは，水田河川生態系において，時
空間を把握できるレベルになった．一方，非対象水生生物に対する毒性評価は数少ない指標生物
の急性毒性をようやく把握できる段階であり，今後リスク評価対象として，個体群，生態系，さ
らには生物多様性への影響まで発展させるためには，種の感受性分布（SSD: Species Sensitivity 
Distribution）の考え方の導入や，メソコズム研究を含む膨大な農薬の環境影響および各種モニタ
リングのデータとの関連性を解析する必要がある．さらに，底質における農薬の動態と底生生物へ
の影響，農薬の土壌中挙動と陸域生態系への影響，大気中挙動とヒト健康および環境に対する影響
等，課題は山積みである．

今後，農薬の新規有効成分の開発や環境汚染の低減を目指した製剤開発とともに，植物保護に限
らず，農作物栽培における幅広い管理技術もあわせて，総合的作物管理技術（ICM）の中で研究や
技術開発を推進することが肝要である．
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